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わが国においては、資産の評価は約半世紀もの
問、取得原価主義の枠内で行われてきた。取得原
価主義は資産の価値が変わっても、取得に要した
支出額すなわち取得価額のままに据え置く資産の
評価原則である。取得原価主義は検証可能で客観
的であり、実現主義の原則と表裏一体となって未
実現利益を排除し、保守主義の原則にも適合する
公正妥当な会計原則である。このような特徴があ
るため、経営者が出資者から受託した資金の管
理・運用に伴う受託責任とそのためのアカウンタ
ビリテイについて、免責のいきさつを解明するこ
とが可能であり、また、分配可能利益の測定にと
って有用な評価基準である。
しかしながらその反面で、取得価額をいつまで
も資産価値として表示することとなる特性によっ
て、経営者の恋意的な利益の過大計上もしくは過
小計上を許容する余地を用意することとなった。
資産バブルが崩壊していった 1990年代、企業不
祥事が次々と明らかになった。また、金融機関ま
でも含む大企業の破綻という、近年になかった社
会現象が続出する事態となった。その結果多くの
企業は、市場価格が簿価を大きく下回る不良資産
を保有する状況が見られるようになった。資産価
値が下がり続ける中で、市場価格と貸借対照表上
の資産価額との乗離に直面することとなったので
ある。ここにいたって、企業の公表する財務諸表
は、企業の実体とかけ離れた情報内容を提供する
ものとなってしまった。いわゆる「失われた 10
年」を形成する上で、法制度と行政のミスリード
に加えて、旧態依然とした伝統的な企業会計制度
もその一翼を担ったことは明らかである。
数年前、特別公的管理下に置かれた長期信用銀
行の破綻前と破綻後の純資産額の数字が桁違いに
栽離していた。この問題が新聞の紙面をにぎわせ
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たのはまだ記憶に新しい。この例からもわかるよ
うに、貸借対照表上の資産の評価の違いは企業価
値を反転させることさえある。貸借対照表で資産
評価はどう決定されるべきか。さらに、企業会計
において貸借対照表の果たす役割は、その会計目
的と関連してどうあるべきか。本論文は、これら
を究明することを主たる目的としたものである。
「第一章 資産概念の発展Jでは、アメリカ財
務会計基準審議会の概念フレームワークに規定さ
れる資産の概念について考察した。具体的には、
今日までの集大成ともいうべき『資産は、過去の
取引または事象の結果として、ある特定の実体に
より取得または統制されている、発生の可能性の
高い将来の経済的便益(将来キャッシユ・フロー
を獲得する可能性)である。jという定義づけに
いたるまでの史的展開を検討することによって、
資産の本質を究明した。
「第二章 実現基準と取得原価主義」では、評
価原則は取得原価主義、収益の認識原則は実現主
義によって成立する、わが国企業会計フレームワ
ークの構造について論述した。わが国独特の制度
に商法、税法および証券取引法のトライアングル
体制がある。特に強行法規である商法との制度上
の調整を優先することにより、会計制度の整備が
遅れてしまったことは否定できない。この取得原
価=実現アプローチに基づく会計システムは、債
権者の保護を主眼とし、関係各者間の利害調整に
役立つことで高度経済成長を支えた。しかし、こ
のシステムは、従来のままでは限界であることは
明らかであることを、時価との議離、投資情報や
キャッシュ・フロー情報などの不足を挙げて例証
した。
「第三章 貸借対照表上の資産評価jでは、第
二章で論述された原価評価に含まれる問題点を克
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服して、わが国の企業会計が透明性の高い投資意
思決定情報として役立つものとして機能するため
には何が求められるかを考察した。連結財務諸表
原則の改訂に始まる企業会計基準の変革につい
て、現在進められている時価会計の導入を、その
及ぼす影響が最も大きいと見込まれる金融商品会
計基準を中心に分析した。さらに、現在制度化が
進められている固定資産の減損会計に言及した。
そして、時価評価をとりいれることが情報利用者
にと って有用であることを明らかにした。
「第四章 貸借対照表機能の拡充Jでは以下の
ことを主張した。時価評価の導入は単に資産を時
価で評価するというだけの問題ではない。また、
時価評価だけが良いか、原価評価だけが良いかが
問題でもない。企業会計には、社会の変化とリン
クした会計観の変化すなわち会計目的が反映され
る。資産・負債アプローチが取り入れられ、貸借
対照表の機能が変化しつつある。時価評価がさら
に限りなく拡大される可能性も否定できないが、
いずれの評価アプローチを取ろうと企業価値の実
態を明らかにし、投資意思決定情報の適正な開示
をすることが企業の利害関係者の真実の要求に応
えることになろう 。
